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序     文 
 

 国際協力事業団は、ミャンマー連邦政府の要請を受け、平成10年10月灌漑技術センター計画フ

ェーズⅡに関する事前調査を実施し、その調査報告を踏まえて平成10年12月15日から12月23日ま

で、農林水産省近畿農政局建設部次長 中村 義文氏を団長とする実施協議調査団を現地に派遣

しました。 

 同調査団は、ミャンマー連邦政府関係者と実施のための協議を行い、討議議事録（R／D）及

び暫定実施計画（TSI）等の署名交換を行いました。その結果、本プロジェクトを平成11年４月

１日から５か年間の計画で実施することとなりました。 

 本報告書は、同調査団による協議結果を取りまとめたものであり、今後、本プロジェクトの実

施にあたり広く活用されることを願うものです。 

 終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表し

ます。 

 

平成11年１月 

 

国際協力事業団   
理事  亀 若  誠 
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第１章 実施協議調査団の派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 (1) 農業分野の現状 

 ミャンマー国において農業は、就業人口の63％が従事し、国内総生産の52％、総輸出額の

46％を占める基幹産業である。 

 政府は、「国家４大経済目標」で、農業を中心とする経済発展を最優先課題に掲げており、

｢短期５か年計画（1996～2000年度）｣のなかで農業分野については、「食糧自給、輸出促進、

工芸作物の生産向上」達成のために「水の効率的な使用のためのダム・貯水池の新規建設及

び改修修理」「農民が行う小規模なダム・貯水池の建設に対し、技術及びその他の支援を行

うこと」等を基本的な政策指針としており、灌漑農業開発の推進を重視している。 

 

 (2) 我が国協力の経緯 

   我が国は、これまで灌漑技術の向上を目標とした「灌漑技術センター計画」を実施してき

た。その経緯は以下のとおりである。「灌漑技術センター計画」は1999年３月31日でフェー

ズⅠを終了の予定である。 

  ・1986年：無償資金24.3億円供与（1988年３月、灌漑技術センター施設完成） 

  ・1988年：国際協力事業団がプロジェクト方式技術協力開始（1988年４月１日～1992年３月

31日の４年間） 

  ・1988年：ミャンマー動乱による専門家引き上げ（９月：そのあと約３年間のブランク） 

  ・1991年：専門家再派遣（４月） 

  ・1991年：延長討議議事録（R／D）署名（1992年４月１日～1995年３月31日の３年間延長） 

  ・1994年：フォローアップ（F／U）に係るR／D署名（1995年４月１日～1997年３月31日の

２年間） 

  ・1997年：F／U延長署名（1997年４月１日～1999年３月31日の２年間） 

 

 (3) 要請の背景 

   ミャンマー国政府は、農業生産増大のため、これまでの技術協力の成果を活用して1992年

以降、急ピッチで灌漑開発を推進しており、全農地に占める灌漑農地の割合（灌漑面積率）

は、1992年の13％から1995年の19％に向上した。 

   その一方で、生産現場における灌漑計画が未熟なこと、及び施設の操作・維持管理等の水

管理技術が確立されていないために圃場まで計画どおり水が行き渡らないこと、更には外貨

不足による化学肥料等の生産資材輸入の減少が加わって、米の生産量は1995年以降停滞して
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  いる。 

   ミャンマー国政府は、今後いっそうの農業生産の安定・向上に資するため、灌漑面積の更

なる拡大（灌漑面積率の2000年の到達目標は25％）を図る一方、我が国に対して、現行プロ

ジェクトの成果を継続的に発展させる形で水管理関係技術の向上をめざすプロジェクト方

式技術協力（フェーズⅡ）の実施を要請してきた。 

 

 (4) 事前調査 

   上記要請を受け、1998年10月12日から10月24日まで、事前調査団が派遣された。事前調査

において、プロジェクトが国家開発計画等上位計画のなかに占める位置づけ、及びミャンマ

ー側の当該プロジェクトに対する実施体制等が明確になり、想定されるプロジェクト方式技

術協力の基本計画案について双方の確認がなされた。その結果、本プロジェクトはフェーズ

Ⅰの成果を適用し、適切な水管理の基本手法の開発を図るものであると合意された。 

 

 (5) 実施協議調査団派遣の目的 

   本実施協議調査団は、上述の経緯を踏まえてプロジェクト基本計画案を検討し、詳細な活

動計画、想定される成果、各分野の関連等を協議して討議議事録（Record of Discussions：

R／D）及び暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：TSI）を取りまとめ、更に双

方の協議に基づいてプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を作成し、それらの署

名交換を行うことを目的として派遣された。 

 

１－２ 調査団の構成 

担  当 氏  名 所   属 

団長／総括 中村 義文 農林水産省近畿農政局建設部次長 

灌漑排水／圃場水管理 岸  道代 水資源開発公団第二工務部設計課 

情報システム/モニタリング 坂上  勉 青森県農村振興課主査 

技術協力 岡  直子 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課 
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１－３ 調査日程 

派遣期間：1998年12月15日から12月23日まで（９日間） 

日順 月日（曜） 行程・内容 

１ 12月15日（火） 成田→バンコク、バンコク→ヤンゴン 

２ 12月16日（水） 
JICA事務所打合せ、日本大使館、海外経済関係局（FERD）、 
農業灌漑省（MAI）、灌漑局（ID）表敬 
移動（ヤンゴン→バゴー）、灌漑技術センター（ITC）訪問 

３ 12月17日（木） 移動（ヤンゴン→レグー）、ガモエ地区視察、レグー支所予定地視察 

４ 12月18日（金） 灌漑局長表敬、灌漑局との協議 

５ 12月19日（土） 灌漑局との協議、R／D、ミニッツ、TSI署名・交換 

６ 12月20日（日） 資料整理 

７ 12月21日（月） 日本大使館報告、JICA事務所報告、団長主催レセプション 

８ 12月22日（火） ヤンゴン→バンコク 

９ 12月23日（水） バンコク→成田 

 

１－４ 主要面談者 

(1) 農業灌漑省 

  Ohn Myint 副大臣 

 

(2) 農業灌漑省灌漑局 

    Myo Myint 局長 

    Kyaw San Win 副局長 

    Tin Maung Win ヤンゴン管区事務所長 

    Ohn Gaing 設計部長 

    Khin Maung Nyuint 設計部長 

    Hla Baw 設計部副部長 

    Zaw Win 水文部長 

    Kyaw Thein 計画事業部長 

    Tin Lwan 業務部長 

    Khin Gyi 調査部長 

    Chit Lwin 地質部長 

    Khin Maung Myint バゴー管区事務所長 

    Maung Maung Than 設計部副部長（ITCセンター長） 
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(3) 国家計画経済開発省海外経済関係局 

Soe Lin 局長 

Myo Nwe 部長 

 

(4) 農業灌漑省農業計画局 

Mya Maung 局長 

Kyi Win 副局長 

Tin Htut Oo 部長 

Kyi Win 部次長 

 

(5) 在ミャンマー日本大使館 

朝 海 和 夫 大使 

鈴 木 龍太郎 一等書記官 

桃 澤   靖 二等書記官 

 

(6) JICAミャンマー事務所 

吉 田   丘 所長 

古 市 剛 久 職員 

横 森 健 治 企画調査員 

 

(7) 灌漑技術センター（ITC） 

龍田 甚右衛門 チームリーダー／灌漑 

落 井 康 裕 設計基準／建設機能試験 

小山内 慎 悦 データ分析 

杉 山 吉 信 調整員 
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第２章　要　約

　本実施協議調査団は、1998年12月15日から同23日までの日程でミャンマー国を訪れ、ミャン

マー灌漑技術センター計画フェーズⅡに係る調査・協議を行った。その結果、本プロジェクトを

1999年４月１日から５年間にわたって実施することで合意し、農業灌漑省灌漑局長と、R／D（付

属資料１）、TSI（付属資料２）及びミニッツ（付属資料３）の署名を取り交わした。

　本プロジェクトの概要は、以下のとおりである。

(1) 実施体制

　　農業灌漑省灌漑局を実施機関、灌漑技術センター(ITC)とレグー市に設けるITC支所をプロ

ジェクトサイトとし、灌漑局長がプロジェクトの最高責任者、灌漑局副局長がプロジェクトダ

イレクター、灌漑局設計部長が副プロジェクトダイレクター、灌漑局設計部副部長（ITCセン

ター長）がプロジェクトマネージャーとなって、プロジェクト活動を実施する。

(2) 目標と期待される成果

　　フェーズⅠで移転された基礎的な灌漑技術を適用しつつ、基幹施設における灌漑技術の改善、

末端灌漑システムの検討手法改善を実施する一方、水管理支援システムと灌漑情報管理システ

ムの改善をめざし、水管理に重点を置いた灌漑技術の向上を図る。

(3) 協力活動内容

　 1) 基幹施設水管理

　　①モデル地区の水管理の現状の調査と評価

　　②灌漑施設改善技術の検討

　　③灌漑施設の運営維持管理に係る技術の改善

　　④研修教材の準備

　 2) 末端施設水管理

　　①モデル地区の水管理の現状の調査と評価

　　②モデル圃場における末端施設と水管理改善に係る技術の検討

　　③研修教材の準備

　 3) システム開発

　　①灌漑可能区域のデータベースシステム開発

　　②水管理支援プログラムの開発

　　③貯水量モニタリング手法の改善
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　　④研修教材の準備

　 4) 灌漑情報管理

　　①既存灌漑事業における水管理モニタリング手法の検討

　　②灌漑情報保存システムの検討

　　③研修教材の準備

　 5) 研修

　　①上記４分野に係る研修

　　②研修マスタープランの策定

(4) 協力期間

　　1999年４月１日～2004年３月31日

(5) 日本側の対応

　 1) 専門家派遣

　　　長期専門家５名（チーフアドバイザー／灌漑情報管理、業務調整／研修、基幹施設水管理、

末端施設水管理、システム開発）を派遣するほか、必要に応じて基幹及び末端水管理、リモ

ートセンシング、研修などの分野の短期専門家を派遣する。

　 2) 研修員受入れ

　　　ミャンマー側のプロジェクト関係者の日本における技術研修を受け入れる。

　 3) 機材供与

　　　車両、調査教材、測定機器等、プロジェクト活動に必要な機材を供与する。
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第３章 討議議事録（R／D）の交渉経緯 

 

３－１ プロジェクトのフレームワーク 

(1) プロジェクトの目的 

   これまでの灌漑技術センター計画フェーズⅠで得た基礎技術向上の成果を生かしつつ、現

地における水管理を中心とした灌漑技術の向上をめざすこととする。 

 

(2) プロジェクト活動の概要 

   1) 基幹施設水管理 

 基幹施設の水管理分野に関しては、施設建設後の評価を含めて施設現況の管理実態を把

握する必要がある。フェーズⅠの灌漑技術分野で収集したデータや習得した分析技術、更

には作成された設計基準や技術資料、技術計算プログラム等の成果を活用してモデル地区

（ガモエ地区）の基幹施設に関する機能現況や水管理実態を把握する。この施設機能の現

況把握と評価に基づき、基幹施設の改善、新規施設の追加や建設に際しての留意事項等を

整理する。これらハード面の活動に加え、施設系の運営維持管理の改善に係るソフト面の

活動の検討を行う。 

   2) 末端施設水管理 

   ミャンマー国における水田への灌漑用水の補給は、ダム、頭首工等の水源施設、幹線水

路、支線水路、DY(Distributory)、末端水路（ウォーターコース）、圃場という順に配水さ

れる。末端施設については、その整備手法が確立されておらず、農業灌漑省によって建設

された水路からの水を田越し灌漑で利用する方法が一般的である。今後、雨期のみでなく、

乾期も水稲作を行い、土地生産性、労働生産性の向上を図るためには、乾期の限られた水

を有効かつ合理的に活用できるよう、末端施設の配置、構造等の整備手法及び圃場レベル

での水管理手法を確立するとともに、その技術を農業灌漑省職員を通じて農民に普及する

必要がある。 

   フェーズⅡにおいては、これまでのＩＴＣの成果を活用しつつ、現地における水管理を中

心とした灌漑排水技術の改善と適正化を図ることとしており、このなかで、水管理（末端

施設）においては、ミャンマー国に適応した末端水管理技術を検討するとともに、その技

術の啓蒙普及のための方策を検討する。 

   3) システム開発 

   フェーズⅡでは適正技術開発の必要性から、水管理に関するミャンマー国の現在の技術

レベルに十分配慮した協力が求められる。しかし、ミャンマー国における現場レベルの水

管理は、実施者こそ水路レベルごとに明確に規定されているが、技術レベルや水管理の精
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度、あるいは妥当性などは不明な点が多い。したがって、活動の早い段階で水管理及び灌

漑施設機能と維持管理の現状を把握し、評価することが重要となる。そのためにはフェー

ズⅠで向上したコンピューター技術を更に発展させ、灌漑の基本となる情報を効率的かつ

精度良く分析し、現状把握や評価の一助とすることが不可欠である。 

   4) 灌漑情報管理 

   本分野は、主に既存の灌漑事業地区を対象として、①灌漑の実態をモニタリングし評価

するための基礎となる技術の改善、②灌漑事業に関する設計図書などの資料を保存し活用

する技術の改善、を行うものである。①に関して、灌漑の実態をモニタリングするために

有効かつ実現可能な調査項目の選定などは水管理分野と十分連携して行う必要がある。本

分野は、灌漑局が灌漑事業を円滑に推進するために必要となる分野であり、改善した評価

手法が活用され、灌漑事業に係る資料を保存し活用するためには、協力期間内に技術面だ

けでなく、灌漑局内において体制が整備されることが重要である。 

 

３－２ 交渉経緯 

 (1) 末端水管理の改善に係るモデル圃場の建設 

  プロジェクトの具体的活動の大きな内容として、モデル圃場の規模の決定があった。モデ

ル圃場設置の目的は、末端水路（ウォーターコース）の設置密度の検討と、現在灌漑局で実

施中の受益者負担による区画整備事業への理解促進のための展示・研修である。 

  灌漑局からは、25haを１試験区として、20ケースの試験条件で500haを試験圃場規模とする

提案があったが、限られたプロジェクト期間において成果をあげるためには、この規模が適

切な設定かどうか、十分議論する必要がある。ミニッツには「左幹線水路の支線水路４から

支線水路６の区域（500ha：付属資料５）の現況を検討するため調査を実施し、そのあとモデ

ル圃場の位置を決定する」ことを記載した。フェーズⅡプロジェクトが開始されてから、現

況を十分把握したうえで、プロジェクトチームと灌漑局が十分な協議を行い、モデル圃場を

決定することが望ましい。それらの決定後は、プロジェクト期間内に確実な成果が得られる

よう、早期に圃場整備工事を実施する必要がある。 

  モデル圃場建設工事は、灌漑局が所有する重機を用いて実施する方針であるが、建設機材、

小型重機については日本の供与を希望する旨が表明されたため、R／Dに基盤整備に対する日

本側のコスト負担が記されている。また灌漑局は、日本の圃場整備の設計技術の移転にも強

い関心があり、圃場整備実施の際に日本側の技術指導が行われることが期待される。 

  なお、ミャンマー国において、土地は国家所有であることから、ミャンマー側より、モデ

ル圃場の建設に関して、耕作者の反対等の問題は予想されないとの見解が示された。ただし、

実施研修を行う際の補償の必要性については、ミャンマー側でも見解が分かれていた。いず
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れにしても、耕作者との交渉は、「ミャンマー側自身の責任において提供される土地、建物及

び設備のリスト」中の「末端施設の水管理活動のためのモデル圃場」として、ミャンマー側

の責任をR／Dに記載した。また、ミャンマー国における営農指導は、Myanmar Agriculture 

Service（MAS）が担当しているので、モデル圃場建設やウォーターコース密度の違いによる

比較試験を行う際には、MAS職員の協力を得る必要がある。 

 

 (2) プロジェクトの実施体制 

   1) プロジェクト活動の拠点を、レグー市の水管理改善センター（灌漑局建設第一事務所の

建物を無償資金及びミャンマー側投入により増築）とする計画であったが、無償資金協力

が行われず、規模縮小となった。このため、プロジェクトの拠点はバゴー市にあるITCと

し、基幹施設水管理、末端施設水管理のデータ収集、実地研修の実施等、必要に応じ、レ

グーのサブオフィス（レグー支所）を利用する勤務形態とした。レグーの建設第一事務所

敷地内にミャンマー国政府によりレグー支所が建設され、更に専門家及びカウンターパー

トの宿舎として、それぞれ敷地内の既存宿舎が割り当てられることになった。 

   2) 設計基準分野、建設材料試験分野及び水理模型実験分野は、フェーズⅡの組織図（R／D 

ANNEX Ⅶ）に記載されているものの、プロジェクト活動の範囲外と位置づけられている。

フェーズⅠにおいては、合同調整委員会の年次協議で、ITCの基本活動（プロジェクト対

象外）についても協議され、それがプロジェクトの年次活動と捉えられがちであった。こ

のため、フェーズⅡにおいては、プロジェクト活動とその他の活動を区別することを（特

に研修分野）を今後も留意しておく必要がある。 

   3) 要請書では、ITCが部レベルへ格上げされていたが、今回のミャンマー側との協議では、

部の新設は閣議決定事項であり、承認に時間がかかること、予算が厳しいこと等を理由に

格上げは見送られた。ITCの部への格上げは、事業実施上手続きの迅速化につながる望ま

しいものではあるが、諸事情からやむを得ないとし、関係各部との連携が得られるよう申

し入れ、ミニッツへ「今後のプロジェクト期間中にITCの部への格上げを検討すること」

が記載された。 

 

 (3) プロジェクトの責任体制 

   1) 本調査団はプロジェクト活動に関する決定が迅速に行われるよう、灌漑局長がプロジェ

クトダイレクターとなることを要請したが、ミャンマー側から、「ミャンマー国政府の組織

内役割分担規定上、局長がプロジェクトダイレクターに任命されることはなく、外国援助

プロジェクトとして例外的に局長を任命することも中央法務局の承認が困難である」と

の見解が示された。このため、灌漑局副局長をプロジェクトダイレクターに任命すること
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で合意した。なお、合同調整委員会の議長は灌漑局長であり、プロジェクトの最高責任者

も局長であるとされている。また、副プロジェクトダイレクターとして灌漑局設計部長が、

プロジェクトマネージャーとして灌漑局設計部副部長（ITCセンター長）が位置づけられ

た。 

   2) カウンターパートとして、チーフアドバイザーに対しては灌漑局副局長、設計部長、ＩTC

センター長が、調整員に対しては２名のITC次長と１名のスタッフが、また５分野に計17

名の灌漑局スタッフが、それぞれ２名～４名配置されることとなった。 

   3) ミャンマー側投入として、バゴーのITCのオフィスと灌漑局のオフィス、レグー支所、

基幹施設の水管理活動のための水路システム、末端施設の水管理活動のためのモデル圃場

がR／Dに記載されている。特に、レグー支所については、まだ、事業所敷地内での位置や

間取りの一部などが未確定とのことで、最終的な案を添付できなかったが、1999年３月末

までにはミャンマー側が建設することが確約され、ミニッツに記載された。 

 

 (4) 水管理 

   ミャンマー国においては、水管理に係る計画の基本情報が少なく、管理や水利用実態は不

明確であり、技術的裏付けのない水管理が行われている。このため、プロジェクトの早期に、

灌漑施設の機能と維持管理の現状を把握し、評価することが重要である。 

 日本人専門家は、まず、水管理とは何かとの計画論を具体的に示すことから始める必要が

あると考えられる。水管理の課題に係る重要な観点としては、以下があげられる。 

 ・用水そのものが末端圃場に到達しないという問題 

 ・用水の絶対量が、その支配受益の需要量を満足するかどうか 

 ・絶対量が不足するとすれば、どのようにして構造的又は管理上のロスを少なくするか 

 ・絶対量、すなわち供給量をどのように把握するかの技術があるかどうか 

 ・分水地点において、その測定技術はあるか、また、その分水量は何に基づいているか 

 ・一方、需要量はどのように把握するか 

 ・モデル圃場はどの諸元を基本とし、どのようなケースを設けるか 

 ・現況とモデル圃場との差異、改善点を明確に提示できるか 

 

 (5) 水管理分野の対象作物 

  ミャンマー側から、技術協力対象に畑作物も含めてほしいとの要望があったが、本プロジ

ェクトの対象としては、稲作のみとすることで了解を得た。ミャンマーの稲作は作付け率で

５割以下であり、畑作についての要望も強いと考えられる。協議の経緯は以下のとおり。 

  協力内容に関して細部に及ぶ協議の途中で、灌漑局側から水管理分野の対象作物として中



－11－

 
心が稲作であることはもちろんであるが、それ以外に豆類、油脂植物（ゴマ、サンフラワー）

等の畑作物も対象とした内容にしてほしいとの要望があった。また、灌漑技術者、農民等へ

の展示用として、モデル圃場の一角を利用して畑作物の水管理技術を展示できるよう工夫し

てほしいとの要望も出た。 

  これに対し調査団は、水管理分野のサイトがモンスーン気候の水田地帯にあること、日本

側としてはミャンマー国農業の中心である稲作の水管理に関する実態をほとんど把握してお

らず、フェーズⅡの５年間の協力期間に検討範囲を広げすぎて成果があいまいになるよりも、

稲作に絞った実態把握や技術改善に集中することが適切と考えると説明し、灌漑局側の理解

を得た。 

 

 (6) プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

  日本・ミャンマー双方の協議の下、柔軟に改定できることが説明され、ミャンマー側の理

解を得て、ミニッツに記載した。 

  しかし指標については、プロジェクト開始後に現状調査が実施されることから、定量的な

指標が設定されていない。今後プロジェクトの進捗に合わせて内容を改良していき、合同調

整委員会等で承認・確認することが必要である。 

 

３－３ 討議議事録（R／D）等 

 R／Dを付属資料１、TSIを付属資料２、ミニッツを付属資料３に掲載した。 

 R／Dは、ANNEXにマスタープラン、日本人派遣専門家及び供与機材の概要、プロジェクト実

施体制とカウンターパート配置、合同調整委員会の機能と構成、プロジェクト組織図などを収め

ている。 

また、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）はミニッツAnnex Ⅱに記載されている。 
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第４章 技術協力基本計画 

 

討議議事録（R／D）で合意されたミャンマー灌漑技術センター計画フェーズⅡの基本計画は以

下のとおりである。 

 

４－１ マスタープラン 

(1) プロジェクト名称 

  ミャンマー灌漑技術センター計画フェーズⅡ 

(2) 上位目標 

  灌漑技術の改善により、農業生産性を向上させる。 

(3) プロジェクト目標 

  フェーズⅠで移転済みの基礎的な灌漑技術を適用し、水管理に重点を置いた灌漑技術の向

上を図る。 

(4) 期待される成果 

  1) 水管理及び維持管理の観点から、基幹施設における灌漑技術が改善される。 

  2) 水管理及び維持管理の観点から、末端灌漑システムの検討手法が改善される。 

  3) 水管理支援システムが改善される。 

  4) 灌漑事業を監理するための情報管理システムが改善される。 

  5) 水管理技術が研修により灌漑局技術職員に普及する。 

(5) プロジェクトの活動 

  1) 基幹施設水管理 

  ① モデル地区の現況水管理の調査と評価 

  ② 灌漑施設改善技術の検討 

  ③ 灌漑施設の運営維持管理に係る技術的改善 

  ④ 当分野に係る研修用教材の作成 

  2) 末端施設水管理 

  ① モデル地区の現況水管理の調査と評価 

  ② モデル圃場における末端施設と水管理の改善に係る技術的検討 

  ③ 当分野に係る研修用教材の作成 

  3) システム開発 

  ① 灌漑可能区域のデータベースシステムの開発 

  ② 水管理のための支援プログラムの開発 

  ③ 貯水量モニタリング手法の改善 
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  ④ 当分野に係る研修用教材の準備 

  4) 灌漑情報管理 

  ① 既存灌漑事業における水管理モニタリング手法の検討 

  ② 灌漑情報の保存システムの改善 

  ③ 本分野に係る研修用教材の準備 

  5) 研修 

  ① 上記４分野に係る研修 

  ② 研修マスタープランの策定 

 

４－２ プロジェクトサイト 

(1) プロジェクトの拠点 

  バゴー市の灌漑技術センター（ITC）及びレグー市のITCレグー支所 

(2) モデル地区 

  ガモエダム流域をモデル地区とし、流域内にモデル圃場を設置する。 

 

４－３ 日本人専門家の派遣 

チーフアドバイザー／灌漑情報管理、調整員／研修、基幹施設水管理、末端施設水管理、シス

テム開発 

 

４－４ プロジェクト組織 

 (1) プロジェクト最高責任者 

  農業灌漑省灌漑局長 

(2) プロジェクトダイレクター 

  灌漑局副局長 

(3) 副プロジェクトダイレクター 

  灌漑局設計部長 

(4) プロジェクトマネージャー 

  灌漑局設計部副部長（ITCセンター長） 

 

４－５ 合同調整委員会 

(1) 議長 

  農業灌漑省灌漑局長 

(2) 副議長 
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  灌漑局副局長、日本人チーフアドバイザー 

(3) ミャンマー側委員 

  灌漑局設計部長（２名）、計画事業部長、水文部長、調査部長、ヤンゴン管区事務所長、バ

ゴー管区事務所長、灌漑局設計部副部長（ITCセンター長）、農業計画局代表者 

(4) 日本側委員 

  プロジェクト調整員、日本人専門家、JICA事務所代表者、必要に応じJICAから派遣される

者、日本大使館員（オブザーバー） 
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第５章 実施計画及び実施上の留意点 

 

５－１ 基幹施設水管理 

 (1) 活動計画及び到達目標 

   水管理及び維持管理の観点から、基幹施設における灌漑技術が改善されることを到達点と

し、モデル地区での指針を取りまとめる。 

   具体的にはガモエ地区において、下記の項目について実施する。 

   1) モデル地区の基幹施設に関する現況水管理の調査と評価 

   ・取水施設の機能と運用実態及びダム貯水量の運用実態（ダムの水収支を含む）の把握と

評価 

   ・水路施設機能実態の把握と評価（水路の通水能力、付帯施設の機能、配水の遅れ他） 

   ・支線水路系に関してのローテーションシステムの実態把握と評価 

   2) 灌漑施設改善に係る技術的検討 

   ・幹線、支線レベルの水路機能の改善技術の検討 

   ・モデル地区の数か所を選んでの灌漑施設の改善とその実証 

   3) 灌漑施設の運営維持管理技術の改善 

   ・ダム放流施設の運営維持管理の改善 

   ・水路施設の運営維持管理の改善 

   ・支線水路系のローテーションシステムに関する運営維持管理の改善 

   ・現行の水利用計画に関する運営維持管理の改善 

   4) 当分野に係る研修用教材の作成 

   ・基幹施設系の水管理指導項目の検討と整理 

   ・基幹施設系の水管理指導教材の検討と作成 

 

 (2) 留意点 

   1) モデル地区における施設計画・灌漑計画の把握 

    今回の調査ではガモエ灌漑地区の施設計画・灌漑計画を把握するために十分な時間をと

ることはできなかったが、ガモエダム完成後の灌漑面積等からみて灌漑計画の妥当性に疑

問があり、当該地区の水文・気象データ、必要用水量の決定方法等の計画に係る基礎資料

を十分に把握し、現況実態調査と照らし合わせ、計画の妥当性を含めて現況水管理の改善

すべき点を検討する必要がある。 

    ミャンマー国における必要用水量の決定は、一般にFAOの資料に基づいているようだが

資料とミャンマー国における実態との相関は明らかになっておらず、この点からもモデル
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地区での計画の妥当性を確認する必要がある。 

    なお、ダムの水収支を把握するうえで水文・気象データの観測施設が必要であり、それ

ら施設については必要に応じて設置する必要がある。 

   2) 水路施設機能の実態把握 

    水路施設について、設計どおりの通水断面が確保されているかどうか調査をするととも

に、流量観測等により漏水量を把握し、設計に基づく通水能力が確保されているかどうか

確認する。 

   3) 都市用水の供給 

    ガモエダム機能には都市用水がのっているが、現在導水路を施工中であり、都市用水の

供給は2000年を予定している。フェーズⅡプロジェクトの現況は都市用水を使用していな

いことを念頭に置き、水管理改善の検討については都市用水の供給後も見据えて考えなけ

ればならない。 

   4) 施設の改善 

    灌漑施設の改善については、ガモエ地区の水路施設機能の実態把握調査等に基づき、ミ

ャンマー国の他地区でもよく見られる状況で、かつ改善効果がよりよく把握できる地区を

選定する。 

   5) 研修用教材 

    研修用教材は、ガモエ地区で得られた水管理技術・維持管理技術の改善検討結果に基づ

いて作成されるが、ミャンマー国内で広く役に立つような構成とする。 

 

５－２ 末端施設水管理 

 (1) 活動計画及び到達目標 

   水管理及び維持管理の観点から、末端灌漑システムの検討手法が改善されることを到達点

とし、モデル圃場での指針の検討を行う。 

   具体的にはガモエ地区内の圃場において、下記の項目について実施する。 

   なお、作付方法等の条件の違いを少なくするために、営農指導はMyanmar Agriculture 

Service（MAS）職員が行う。 

   1) モデル地区の末端施設に関する現況水管理の調査と評価 

   ・末端水管理に関する諸条件の把握 

   ・現況農業及び水管理の実態把握 

   ・灌漑状況の把握 

   ・末端水利施設の把握 

   2) モデル圃場における末端施設と水管理の改善に係る技術的検討 
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   ・最適水配分を考慮したモデル圃場の設計施工 

   ・水管理の実施 

   ・末端水路（ウォーターコース）の密度の違いによる用水需要測定及び検討 

   ・ウォーターコースの効率的な配置、設計及び施工の検討 

   3) 当分野に係る研修用教材の作成 

   ・末端水管理の重要性の啓蒙普及についての検討 

   ・末端水管理の重要性の普及啓蒙に係る教材の検討 

 

 (2) 留意点 

   1) 配水会議の把握 

    幹線の水管理については、毎土曜日に会議をもってローテーション等の打合せを行って

いるようだが、その実態についても十分に把握し、現況水管理の問題点を整理把握する必

要がある。 

   2) 実績の把握 

    ガモエダムは1995年３月の完成であり、1998年の灌漑期を含め４期の実績だが、それら

の状況を十分に把握し、灌漑計画との整合性を検討する必要がある。 

   3) モデル圃場の決定、検討方法の決定 

    モデル圃場は、ミニッツで左幹線水路の支線水路（Direct Minor）４～６の現況調査をし

たうえで、選定することとなっている。 

    モデル圃場の選定にあたっては、十分な効果が得られるかどうかをよく検討したうえで

行う必要がある。 

    モデル圃場の広さについてミャンマー側と十分な話し合いをもてなかったが、調査実施

する灌漑方法等を十分に検討したうえで決定する。 

    間断日数、ウォーターコースの密度等の検討パターンの決定は、実態を把握したうえで、

効率的な調査ができるように決定する必要がある。 

   4) 農民の理解 

    モデル圃場による検討は農民による耕作を継続したまま実施するため、MAS職員による

営農方法の均一化を図るとともに、調査検討が途中で中断しないように農民へミャンマー

側から十分な指導を行ってもらう必要がある。 

    なお、プロジェクトに対する農民からの苦情処理はミャンマー側が行うことをミニッツ

で確認した。 

   5) 研修用教材 

    研修用教材は、ガモエ地区で得られた末端水管理手法の改善検討結果に基づいて作成さ
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れるが、ミャンマー国内で広く役に立つような構成とする。 

 

５－３ システム開発 

 ミャンマー国における水管理の現状は、実施者は水路レベルごとに明確に決まっているが、技

術レベルや、管理精度等不明確な点が多い。よって、早期に灌漑施設の機能と維持管理の現状を

把握し評価することが重要である。そのためにはフェーズⅠで習得したコンピューター技術を更

に向上させ、灌漑の基本となる情報を的確に分析し、現状把握や評価の一助とすることが不可欠

である。 

 現在ガモエダムにより灌漑されている面積は、机上で計算されている灌漑可能面積の半分にも

満たない状況にある。よって、ミャンマー国では、灌漑面積をできるだけ拡大したいと考えてい

るが、水利用の実態は不明確である。 

 本分野における主な活動項目は次のとおりである。 

・灌漑可能区域の情報管理システム開発 

・水管理のための支援プログラム開発 

・貯水量モニタリング手法の改善 

 ・当分野に係る研修用教材の準備 

 これらの活動により、当該地区の水管理システムが向上することはもとより、プロジェクト期

間内に他地区への応用が検討され、適用されることが期待される。 

 

 (1) 灌漑可能区域の情報管理システム開発 

   本分野では、灌漑可能面積と実灌漑面積に大きな隔たりがある現状を踏まえ、実際に灌漑

されている面積をできるだけ早く正確に把握し、データベースとして管理するシステムを開

発する。これを水管理分野の改善や、より現実的な灌漑計画の検討をする際活用する。また

将来的には、営農分野と連携し、灌漑事業全体のモニタリング及び評価をめざす。なお、本

分野の活動は水管理のための極めて基礎的な資料を得るためのものであり、水管理分野との

連携が必要となる。 

   1) 既存資料と現地踏査等によるデータ管理システムの開発 

    現在ミャンマー国の農業灌漑省のなかに農地の登記を所管する部局があり、農地関係の

資料はここで保管している。これらの資料を活用し、フェーズⅠで検討された灌漑面積デ

ータ収録システムに更に検討を加え、実灌漑面積を把握する際の基礎資料となる土地利用

台帳を作成して取りまとめる。 

    土地利用台帳の作成は、クイーンマップ（日本の大字界図にあたるもの）をスキャナに

より読み取るとともに、フォーム46（一筆登記台帳）のデータを表計算ソフトにより整理
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する。 

    データを整理する際留意すべきことは、あとでデータを引き出し活用する際分かりやす

いように、フォルダに区分することである。また、クイーンマップはかなり古い資料であ

り、農家が自在に行う筆界の変更に資料の更新作業が追いつかない状況も見受けられるこ

とから、活用に際し留意を要する。 

    この土地利用台帳を基に現地踏査をし、灌水状況や作付状況等の各種データをコンピュ

ーターに入力しデータベースとして取りまとめる。あわせて、マップについても見直し活

用を図る。 

   2) 実灌漑面積を把握するためのその他手法の導入検討 

    一定のまとまりをもったモデル圃場等に対して、 1)のシステムを実際の水管理に反映さ

せるためには、必要なデータを効率的に収集する必要がある。しかし、調査手法は一筆単

位の積み上げにより調査するので、一定期間が必要である。このため、面的データ及び位

置的データを簡便に計測するため最新技術の導入（ソナー、GPS等）は有効と考える。 

 

 (2) 水管理のための支援プログラム開発 

   現在ミャンマー国においては、ウォーターコース以外の水路は灌漑局が建設し管理してい

る。一方末端のウォーターコースは灌漑局の指導で農民が施工し管理しているが、水管理組

合はほとんどない状況にある。 

   このような状況を踏まえ、水管理や施設の維持管理技術を改善するうえで必要となる基礎

的な資料として以下の項目について、現場条件等を勘案し、実用的なプログラムを開発する。 

   1) 水管理施設操作のための水理現象シミュレーション 

    水管理を効率的に行うため、灌漑施設の操作方法などについてコンピューターシミュレ

ーションを通じて影響を検討する。そのため、フェーズⅠで取得したデータ分析の技術を

利用しつつ、コンピューター等によるデータ解析技術の向上をめざす。 

   2) 水路における用水到達時間の計測 

    ガモエダムの灌漑エリアは全般的に水路勾配が緩やかであり、用水の到達に時間がかか

ることが考えられる。そこで、本分野ではメインとなる分水点において用水到達時間を計

測し、データ解析をすることからスタートする。なお、用水到達時間を的確に把握できれ

ば、ゲート等の施設を適切に操作することが可能となり、水資源の有効活用が期待できる。 

   3) 水利用計画検討のための水収支シミュレーション 

    作付計画や単位取水量等から地区別・期別の必要水量を算出するため水収支のシミュレ

ーションプログラムを開発する。開発手法のひとつとしては、現在日本で活用しているプ

ログラムを英語版にするとともに、プログラムの各ファクターをミャンマー国に合ったも
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のに改良する。プログラム改良に際し留意すべきことは、日本においては水路の漏水等灌

漑施設の齟齬がないことを前提としているので、灌漑施設に改善の余地があることを考慮

したうえでミャンマー国に適したファクターの選定をすることである。 

 

 (3) 貯水量モニタリング手法の改善 

   現在ガモエダムについては、貯水容量を公表（公称値）しているが、測量精度の問題等か

ら実容量との違いも考えられるので、ダム容量の確認が必要である。また、取水量について

も、取水塔のゲートの開度調節により行われているが、その定量精度は確認されていないの

で、確認が必要である。 

   さらに、データを整理分析し活用するためのデータベースシステムを開発し、データを年

表形式に整理することも必要である。この際留意することは、常に考察を加えながらデータ

整理を行うことである。 

   このほか、設計上の灌漑面積と実灌漑面積に大きな開きがあることから、ダム流入量が過

大になっていることも考えられるので、貯水池への流入量の確認をする。 

   また、ダム貯水容量を計測するためのその他の手法として、ソナーとGPSを利用しダムの

外周及び水深を計測すること等も有効と考える。 

 

５－４ 灌漑情報管理 

 灌漑局は各種灌漑施設の建設に積極的に取り組んでいるが、工事の施工を急いでいるため、調

査が不備になる傾向があり、ダム底周辺部からの漏水、用水路内の堆砂及び漏水等機能上の問題

を多数抱えている。また、設計図書や完成図書の整理が十分行われていない状況に加え、これら

図書の保存整理状況が悪く、資料の散逸が懸念される。 

 本分野は、主に既存の灌漑事業地域を対象とし、現在の灌漑事業の問題点を検討し評価するた

めの基礎技術の改善及び、灌漑事業に関する事業計画書及び関連資料等の保存方法及び技術の改

善を図るものである。 

 灌漑の現状をモニタリングする際は水管理分野と連携を密にし、有効かつ実施可能な調査項目

の選定に努める必要がある。 

 また本分野は、灌漑局が事業を円滑に管理し効率的灌漑に必要な活動を行うものであり、改善

された評価手法によりデータを保存し活用する必要がある。なお、プロジェクト期間内に灌漑局

内において実施体制が整備されることが重要である。 

 本分野における主な活動項目は次のとおりである。 

 ・既存灌漑事業における水管理モニタリング手法の検討 

 ・灌漑データの保存システムの改善 
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 ・本分野に係る研修用教材の準備 

 

 (1) 既存灌漑事業における水管理モニタリング手法の検討 

   既存の灌漑事業地区において、以下の項目について調査・分析する手法を検討するととも

に、施設の機能、水利用及び水管理等を評価する手法を検討する。検討に際し留意すべきこ

とは、現状の実施体制を考慮して、実施可能な調査内容及び手法とすることである。また、

本分野の調査・検討にあたっては、水管理分野との連携が必要となる。 

   1) 水管理モニタリング手法の検討 

   ・ダム管理として、ダム日誌、貯水量、放流量、雨量、日射量のデータ 

   ・ゲート管理として、水位、流量のデータ 

   以上のデータ収集・分析手法を検討する。 

   2) 水利用データの収集 

    1)の手法を活用し、必要水量及び水配分等のデータ収集をモデル的に実施し、この結果

を基に手法を再検討する。 

   3) 水管理状況の調査手法の検討とそのモデル実施 

    圃場における施設操作、水管理体制等の調査方法及び評価手法の検討とモデル的実施 

   4) 灌漑施設の改善手法の検討 

    幹線水路はブロックの３面張り水路となっているが、ブロックの崩落が一部見受けられ

るなど、用水が適切に配水されていないことが考えられる。また、末端水路においては鼠

穴が多数あり、かなりの漏水があると考えられる。さらに、一見すれば圃場は平坦に見え

るが逆田になっていることも予想される。 

    よって、現状の水路通水能力及び漏水量等を調査し、施設の改善手法を検討する。施設

の改善は基本的に灌漑局が実施することとなるので、灌漑局の予算及び労力を念頭に置き

検討することが重要となる。 

    また水路の維持管理は、末端のウォーターコースを除き直轄管理となっているが、水路

の堆砂状況等を見る限りにおいては十分な管理がなされているとはいいがたい。よって、

人的理由による管理不足であるならば、農民による水管理組織を作り、ここに一部水路の

管理を移管するのもひとつの手法と考える。 

 

 (2) 灌漑データの保存システムの改善 

   現在ミャンマー国において各種情報は、個人レベルで所有されているものが多い。また、

行政組織が縦割りスタイルであることと、職員が、調査、設計、施工、維持管理等灌漑技術

を一連の流れと認識していないため、有効な情報が利用されがたい状況にある。 
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   よって、既存情報の収集・整理が必要になってくる。なお、収集したデータを将来どのよ

うに活用していくか検討したうえで、データを取捨選択し、整備保存することが重要である。

また、灌漑局の予算と労力にも配慮する必要がある。 

   なお、貴重なデータを広く活用していくためには、灌漑局の上位者の理解を促進すること

が重要である。 

   以下の項目について資料の収集を進める。 

   1) 事業計画資料：計画概要、計画図 

   2) 施工関連資料：ダム盛土の含水比、密度、コンクリートの日打設量 

   3) 設計図書：構造計算書、設計図 



 
 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 

 

           １. 討議議事録（R／D） 

 ２. 暫定実施計画（TSI） 

 ３. ミニッツ 

 ４. モデル試験圃場の考え方（参考） 

５. 末端水管理に関する調査実施地区平面図 

 ６. レグー支所平面図  
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